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平成23年11月１日（火曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○県民政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・第138回九州地方知事会議及び第19回九州地域

戦略会議の開催について

・宮崎県県民栄誉賞の授賞について

・宮崎県文化賞の受賞者について

・若山牧水賞の受賞者について

・平成24年度当初予算編成方針について

・口蹄疫復興宝くじの販売結果について

出席委員（７人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 右 松 隆 央

委 員 外 山 三 博

委 員 星 原 透

委 員 宮 原 義 久

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（１人）

委 員 西 村 賢

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 渡 邊 亮 一

県 民 政 策 部 次 長
緒 方 哲

（ 政 策 担 当 ）

県 民 政 策 部 次 長
城 野 豊 隆

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 茂 雄 二

文化文教・国際課長 日 高 正 憲

総 務 部

総 務 部 長 稲 用 博 美

総 務 部 次 長
堀 野 誠

（総務・職員担当）

県参事兼総務部次長
岡 田 英 治

（財務・市町村担当）

総 務 課 長 柳 田 俊 治

財 政 課 長 日 隈 俊 郎

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 花 畑 修 一

○山下委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付いたしました日程案のとお

りでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時１分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いをいたします。

○稲用総務部長 総務部の関係でございます。

今回御報告いたしますのは、平成24年度当初予

算編成方針についてであります。詳細につきま

しては財政課長に説明させますので、よろしく
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お願いをいたします。以上でございます。

○日隈財政課長 では、平成24年度の当初予算

編成方針について御説明したいと思います。資

料は―本文は別冊になっており、ちょっと厚

いですから―委員会資料で御説明したいと思

います。

委員会資料の１ページをお開きください。平

成24年度当初予算編成方針のポイントというこ

とで取りまとめております。なお、予算編成に

つきましては、今から御説明します方針という

形で、庁内では10月21日、庁議で決定させてい

ただきまして、これから予算編成に具体的に取

り組んでいくということですけれども、後ほど

御説明しますが、今回、国の動向がはっきりし

ない部分が結構多い状況にございますので、状

況を見ながら編成過程で決定していくという流

れになります。

まず、資料に沿って御説明いたします。１ペー

ジの１基本方針であります。平成24年度当初予

算編成に向けては３つの方針で取り組んでまい

りたいと考えております。まず１つ目が、（１）

財政改革の着実な実行ということで掲げさせて

いただいております。説明は資料の下のほうに

丸で書いてありますけれども、本県は、社会保

障関係費の増嵩等で収支不足が拡大傾向にあり、

極めて厳しい財政状況が引き続いておるという

ことであります。このため、本年６月に議決い

ただいております「みやざき行財政改革プラン」

の中に盛り込みました第３期財政改革推進計画

について、今年度の最重要課題ということで取

り組んでまいりたいと考えております。

２つ目の方針が（２）平成24年度重点施策の

推進を掲げております。今申し上げましたよう

に財政状況は非常に厳しい状況にありますけれ

ども、本県が抱える政策課題については積極的

に対応していく必要があろうかと考えておりま

す。現在、アクションプラン、正式名称「未来

みやざき創造プラン」における重点施策などを

推進しているところでございますけれども、来

年度、24年度については、次の①、②、③それ

ぞれ掲げておりますが、産業・雇用づくり（地

域経済活性化）という観点、安全・安心なくら

しづくり（地域連携・交流の推進）、最後に、知

事が掲げております、地域を支える人財づくり

（地域の絆の強化）という３点の施策を柱に重

点的な事業に取り組んでいくことを考えており

ます。なお、この考え方については、県民政策

部のほうから再度説明させていただくというこ

とで予定しております。

３つ目の方針が、（３）役割分担等を踏まえた

施策の構築・県民総力戦による実行というテー

マで掲げております。すべての事業について必

要性や役割分担の観点から検証した上で、事業

の構築を図っていくということで考えておりま

すけれども、事業実施に当たりましては、県だ

けでなく、ボランティアあるいはＮＰＯ等との

連携、協働についても積極的に取り組むことと

いたしております。

以上のような３点の基本方針で取り組んでま

いりますが、具体的には、次の２歳入に関する

事項から順に御説明したいと思います。（１）～

（３）とありますが、下のほうに説明を書いて

おります。歳入に関しては県税等の積極的な確

保に努めていきます。一方、依存財源でありま

す地方交付税あるいは国庫支出金などについて

も、国の動向等に留意しながら適切に対応して

いくことが必要であろうと考えております。何

分、国の取り扱いがまだ決まっていないものが

多うございます。前回の常任委員会のときに御

説明しました、経済対策でつくった基金の対応
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等もまだ姿が見えません。今のところ明確な対

応は幾つか出てきていますけれども、金額の積

み増し等が行われる予定なのは２つの基金だけ

でありまして、その他についてはまだわからな

いと。期間の延長だけ決まったものはあります

けれども、お金の積み増し等はまだ明確にわかっ

ていない。あるいは今後国が引き受けて対応す

るといったものも見えておりません。

次に、県債についてでありますけれども、臨

時財政対策債などの償還財源が確保された特例

的な県債は除いて、その他の県債については基

本的には抑制を図ってまいりたいと考えており

ます。

そのほか使用料、手数料の見直し、財産収入

の確保、あるいはネーミングライツ等の収入の

検討などについて積極的に取り組みまして、自

主財源の確保を図ってまいりたいと考えており

ます。

最後に、関係団体等への出資金等の見直しに

ついても、現在、検討してきているところであ

ります。公益法人化の流れがあり、財団等の法

人格が変わっていくということがございますの

で、見直して、必要に応じて引き揚げ等につい

ても検討してまいりたいと考えております。

右のほうの２ページをごらんください。次に、

３歳出に関する事項であります。歳出につきま

しては、すべての事務事業をゼロベースから徹

底して見直すことにしておりまして、これまで

も財政課のほうでは、夏場ずっとヒアリングを

重ねて事務事業見直しを行ってきております。

平成24年度についても、今申し上げたような取

り組みによりまして財政改革を着実に推進する

という観点から取り組んでおりますが、予算要

求につきましては要求限度額、いわゆるシーリ

ングの率を設定することとしております。具体

的には、予算要求限度額という表が置いてあり

ますけれども、ここに記載のとおりでありま

す。24年度予算編成については、率の数字につ

いては23年度の予算編成と同じ率を置かせてい

ただいております。ただし、先ほどから申し上

げますとおり、国の予算措置の状況、あるいは

税制を含めた制度改正の検討状況については十

分動向を見きわめながら、予算編成の過程にお

いて適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

次に、公共事業の関係で、下のほうの１つ目

の丸に書いてありますけれども、公共事業費の

特別枠を今回掲げさせていただいております。

公共事業費につきましては、繰り返しになりま

すが、財政改革を推進する観点から、一定の割

合のシーリングを設定しまして縮減・重点化を

これまでも行ってまいりましたけれども、今回

もそういった基本的な考え方で対応していきた

いと考えております。ただし、平成24年度予算

については、今申し上げましたようにシーリン

グを設けて財政改革を推進してまいりますが、

一方で口蹄疫の影響等により停滞している地域

経済の活性化を図ることも喫緊の課題でござい

ますので、予算要求限度額とは別に、公共事業

費につきましては、地域経済活性化枠（仮称）

を設けることを今後検討してまいりたいという

ふうに考えております。

なお、予算規模など具体的な内容につきまし

ては、繰り返しになりますが、国の予算編成の

状況等も見きわめて対応してまいりたい。本県

にとっても財源確保がまだ見えません。交付税

額の減少がかなり予定されているように新聞記

事等にも出ておりますので、財源確保を含めた

国の動向を見きわめて対応してまいりたいと考

えております。
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次に、公債管理特別会計（仮称）、これは条例

が必要になりますので、仮称という取り扱いに

させていただきたいと思います。この特別会計

の設置について取り組んでまいりたいと考えて

います。県債を発行する場合には、利子負担額

の軽減を図るためにこれまで―償還期間を20

年、30年のスパンで返していくような県債につ

いても―10年あるいは５年というような比較

的短期間で設定して借り換えるという形で金利

の低減を図ってきております。こういった場合

には年度において借換額が変動することになり

ますので、形式的には歳入歳出予算が一時的に

増減するということで、本来の一般会計の規模

が見えにくくなるという問題もございます。今

回、特別会計を設けまして公債費に関する予算

を別で管理するということで、その特別会計を

審議いただければ公債費の中身がすべてわかる

ということになります。また、一般会計の規模

を明確化していく、あるいは毎年度一定額を特

別会計に繰り出すことで、公債費負担の平準化

を図るという観点から取り組みたいと考えてい

るところであります。

最後に、留意点と書いてございますけれども、

歳出については、人件費などの義務的経費を初

めとしてすべての事業について削減を図ってい

くことを基本としております。特に県単補助金

につきましては、補助金の目的、効果、実施期

間等のいろんな観点から、ゼロベースからとい

うことになりますけれども、しっかりと検証い

たしまして徹底した見直しを図っていくという

ことで考えております。

次に、最後の３ページになりますけれども、

これは執行部のほうで取り組む姿勢でございま

す。執行部の職員につきましては、これまで以

上に明確なコスト意識を持って取り組んでいく

ことを旨としておりまして、また一方、予算措

置を伴わない「ゼロ予算施策」といった観点で

もしっかり取り組んでまいりたいと考えており

ます。

また、不適正な事務処理の再発防止といった

観点からの取り組み、あるいは予算要求状況の

公表などについても取り組む方向で検討してま

いりたいと考えております。

最後に、財政健全化法の趣旨を踏まえまして、

一般会計だけではなく、特別会計、公営企業会

計、あるいは公社、第三セクターまで含めて、

県全体の財政状況についてしっかり対応してま

いりたいと考えております。

詳細は、冒頭申し上げましたとおり別冊資料

をお配りしておりますので、後ほどごらんいた

だきたいと思います。

続きまして、委員会資料とは別に、「口蹄疫復

興宝くじの販売結果について」という資料をお

配りしました。この内容について若干御説明し

たいと思います。

口蹄疫復興宝くじにつきましては、御承知の

とおり、10月15日から25日までの11日間、全国

で発売いたしました。

資料にありますとおり、２の販売実績の欄

（１）全国の状況、全体では50億円発売―消

化額というのが売上額になるんですが、23

億7,280万2,400円ということでありまして、販

売の率、消化率が47.5％という結果でございま

した。また、県内の状況で申し上げますと、当

初の割当額が3,750万円でありました。この額に

対しまして消化額が２億1,326万1,000円という

ことでありまして、消化率は何と568.7％でござ

いました。この委員会におきましても私のほう

からお願いしたところでございますけれども、

委員の先生方を初め県民の皆様には本当にたく
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さん御購入いただきまして、また御支援いただ

いた結果であろうと思います。改めて御礼申し

上げたいと思います。ありがとうございました。

なお、抽せん会については先週の27日に開催

しておりまして、当せん金の支払いについて

は、11月１日から来年の10月31日までとなって

おります。なお、請求がなかった分は時効金と

いうことで、来年10月末締め切って、その分も

また後で72％本県に返ってくるというような取

り扱いになります。

説明は以上であります。どうぞよろしくお願

いいたします。

○山下委員長 執行部の説明が終わりましたが、

委員の皆さんの質疑はありませんか。

○鳥飼委員 余り聞かないようにはしたいと思

いますけれども、１枚目の基本方針、定例的と

いいますか定型的に書いてあるような感じがす

るんですが、最初の丸です。「基金取り崩しに頼

らない持続性のある財政構造への転換が喫緊の

課題であり、新たに策定した」云々となってい

るんですけど、「基金取り崩しに頼らない」とい

うのはできるんですか。「喫緊」というのは直ち

にというような意味なんです。私は、当分でき

ないと思っているんですけれども、こういう表

現は、大変だぞ、大変だぞというふうに聞こえ

てしまうんです。だから、この表現は余り妥当

でないんじゃないかというような感じがしてお

ります。また別の場でやりとりをしたいと思い

ますけれども、それが一つです。

もう一つお聞きしたいのは、３つ目の丸です

が、２行目に「県民総力戦での施策の推進」と

いうのがあります。確かにこれはこれでいいん

ですが、３ページの最後のところに、「予算編成

過程の透明性を向上させる取り組みを行う」と

いうふうになっているんですけど、これは密接

に関連していると思っているんです。それぞれ

県民の側からいろんな要望がある。これをどう

行政として受けとめてもらえたのか、受けとめ

てもらえなかったのかというのがこれに出てく

る。今後の日程で、11月９日に各部要求書締め

切りとなっているんです。課長要求とかを県民

に知らせていくことによって、これは我々の要

求を受けとめてもらっているんだなというのが

わかると思うんです。それが部長査定のところ

で落ちるかもしれないけれども、それはそれで

わかってもらえるというか、そういう作業の繰

り返しが、県政への関心を高めていくことにな

るし、県民総力戦にもつながっていくことにな

ると思っているんです。予算編成過程の透明化

と県民総力戦との関係について、考え方を聞い

ておきたいと思います。

○日隈財政課長 まず、県民総力戦での取り組

みの関係です。これは言わずもがなの部分もご

ざいますけれども、各部局でいろんな要望、陳

情等もお聞きしておるところであります。また、

県議会のほうからも各会派を通じたいろんな要

望等もお聞かせいただいているところです。そ

れを踏まえて各部局が予算要求をしていくとい

うことで、基本的には県民のニーズにこたえる

べく予算要求にしっかり対応していただきたい

ということを表現したものでございます。具体

的には、現在取り組んでいる事業を一部改善、

修正等も加えてやっていく部分、あるいは全く

新しく取り組む部分を含めて、予算要求に反映

させていただきたいということで記載している

ところであります。

今度は透明化の関係であります。一定の考え

方があるんですけれども、どの程度明らかにし

ていくかというのは、予算編成の中で編成権者

のほうでも判断してまいりたいと考えていると
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ころであります。１県だけ鳥取県みたいに、具

体的に事業ごとまで、要求書からすべて明らか

にする県があります……。予算をどれくらい要

求しているのかとか、まだそこまで至っており

ませんので、そういったものについては今回検

討してまいりたいと考えているところです。

ただ、スケジュール的に申し上げると、実は11

月９日で要求書はいただくことにしております

けれども、その後、調整をさせていただく事務

的な部分があります。加えて、人件費が実は要

求の段階では入っておりません。10月１日現在

の職員に基づくデータの整理をして人件費を入

れ込みますと、作業的に言うと11月末ぐらいに

固まってくると考えているところであります。

そういったものを含めて、年内のできるだけ早

い段階で、要求状況については公表できればと

いうことで検討させていただきたいと考えてお

ります。ただ実際は、それに加えて、国の状況

でまた12月で変わってくる部分がありますので、

そこのところは調整という形で表現させていた

だいて、最終的には２月の予算の姿と、そういっ

た過程の透明化を図っていければと考えている

ところであります。

正確な答えにならないかもしれませんけれど

も、そういう方向でそれぞれの項目について対

応を検討しているところです。

○鳥飼委員 これは５年か６年ぐらい主張して、

少しは……、というのは思っているんです。日

隈課長の最後の仕事で、もうちょっと県民と近

くなるような予算編成になる形をつくっていっ

ていただきたい。これは要望しておきます。

もう一つですが、公債管理特別会計の設置を

検討ということですけど、大まかなフレーム、

構想していることで結構ですけど、お知らせく

ださい。

○日隈財政課長 先ほど簡単には御説明したん

ですけれども、ちょっと長くなるかもしれませ

んが―今現在、県債発行できるのが、公共事

業を初めとする投資的な事業の経費が多うござ

います。なぜかというのは、御承知のとおり、

例えば道路１本通したとすると、その道路は耐

用年数からすると恐らく30年ぐらいは使うであ

ろう。そうすると30年にわたる世代で負担して

いってもいいでしょうという考え方で、ソフト

事業とは違って、ハード整備については適債事

業、起債が適用できる事業として認められてい

るところです。最大30年間で償還を考えた場合

に、30年の借り入れをすると非常に金利が高い

です。現在で申し上げると一番長いので20年ぐ

らいにとどめているんですが、20年の県債発行

をしたときに、国債でもほぼ同じ水準ですけれ

ども、２％ぐらいの金利になります。最初の年

から20年間２％払っていくという金利設定にな

ります。私どもがとっているのはそうではなく

て、10年で金利見直しということでしますと、10

年の金利は１％ぐらいです。そうすると、少な

くとも前半の10年間は金利１％でいくことにな

ります。10年後に半分の額を借り換えたとする

と、残り10年しかスパンがありませんから、今

の１％の金利が仮に倍の２％になっていたとし

ても、最初から２％を20年間払うよりはずっと

安いであろうという見込みで、借り換えの金利

見直しの発行の形をとらせていただいていると

いう現状があります。そういったものを前提と

して考えますと、10年後を迎えると、その年の

本来の県債発行額に加えて、50％の借換債を歳

入歳出で立てるということになります。その年

は県債発行も公債費、歳出のほうも多くなると

いうことで、当たり年のところはでこぼこする

形になってくると思われます。各県ともいろい
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ろ検討した結果―特別会計のほうで処理する

場合には借り換えの額等は出てまいりません、

特別会計だけのものですから、一般会計、最初

の財布ところが大きくでこぼこすることはあり

ませんので、特別会計のほうで借り換え等の対

応をしようということで―県債の管理につい

ては、都道府県レベルではほとんどの県がこう

いった形で取り組むことにしているということ

が一点。

もう一点は、冒頭申し上げましたとおり、一

定額、1,000億だったら1,000億を毎年繰り出す

ということで、余ったのは特別会計で繰り越し

ということになりますので、1,000億を超える年

があればその分は補充してということで、特別

会計で多かったり少なかったりを調整していく

ことができる。一般会計からは1,000億ずつ毎年

繰り出していくことで、負担の平準化が図られ

るというメリット。最後には特別会計だけ御審

議いただければ、ここだけで県債の元利償還金

含めた発行の内容等すべてがチェックできます

ので、特別会計の審査をお願いすることで広く

県民にも御理解いただける形になります。現在、

一般会計の中ですべてひっくるめて御審議いた

だいておりますので、その部分を取り出した形

で見ていただくことで県民の負託にこたえるこ

とができるのではないかという３つの観点から

各県取り組んでおりますし、本県もこういった

形でやってはどうかということで方向性を出し

たところであります。

○鳥飼委員 今後の予定としては２月議会の上

程ということになるんですか。

○日隈財政課長 私どもとしては、予算編成と

あわせて２月議会で条例を設置して、来年度、

新年度の分から特別会計の予算として提案させ

ていただけたらということで検討中であります。

○鳥飼委員 その際はまだ条例が成立していな

いから、成立していない形で提案があるでしょ

う。成立した後、新年度ということになると、

もう一回この予算書を書き直すということにな

るんですか。

○日隈財政課長 ２月議会で条例も出させてい

ただきます。同時に新年度予算も出るというこ

とで、条例制定が２月補正議案であればそのま

ま移行できますので、そういったことを含めて

来年度から適用になるような形で条例の提案を

させていただければということで検討しており

ます。

○鳥飼委員 もう一つ、１ページの一番下、「関

係団体等への出資金等について、必要に応じて

引き揚げ等を検討する」の出資金等というのは

どんなのが入るんですか。

○日隈財政課長 外郭の財団等に県から出捐し

てつくった基金―昨年度こういう例があった

んですけれども、看護学術財団という財団がご

ざいました。ここに約20億円を県から出捐しま

して、学術財団の基金ということで設置しまし

た。これは看護大学の看護教員あるいは看護職

員の資質向上という目的で基金を設置してまい

りましたけれども、その財団が公益法人になっ

ていくということで、県の看護の関係だけでは

なくて、国立大学法人宮崎大学を含めた県内全

体の法人として活動していくということになり

ましたので、その基金については寄附という形

で県のほうにお返しいただいて、県のほうで基

金をつくらせていただきました。なお、一部地

域医療という切り口も入れまして、地域医療と

看護の基金という形で設置させていただきまし

た。この例のように、財団のほうに基金をつくっ

ていた分で、その法人自体の活動範囲が変わっ

ていく、あるいは法的な位置づけが変わってい
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くというところで一応見直しをさせていただい

て―向こうのほうで今後とも、宮崎大学等と

一緒に使うということで、必要と認めることは

あったのかもしれませんが―今の例で申し上

げると、県のほうで、地域医療とか看護職員の

資質向上、看護教員のさらなる資質向上という

観点から使っていったほうがいいということで、

県のほうに戻していただいたという例でござい

ます。

そのように県から出資金あるいは基金のため

の出捐金というか補助金を出していた分につい

ては、もう一度見直して、必要な額をそのまま

認めて公益法人のほうに送り出すという形にす

るのか、それとも、県のほうに一回お返しいた

だいて、その後の事業は県が直営でやっていき

たいというふうに整理するのかということで、

それぞれの財団の出資金等について再度見直し

をさせていただいているところであります。

○鳥飼委員 出資金と出捐金と今出ていますが、

性格の違い―どんな違いですか。

○日隈財政課長 出資金というとほとんど基本

財産の部分であろうと思います。出捐金と私が

申し上げたので誤解もあったのかもしれません

が、補助金という費目で出している例が多いん

じゃないかと思います。補助金で出して基金を

つくっている財団が幾つかあるということです。

ほとんどの財団は出資金を基本財産にして運営

していく形でやられていると思います。

○鳥飼委員 出資金については引き揚げが可能、

出捐金については引き揚げは可能ではないです

よね。

○日隈財政課長 基本財産の部分の出資金につ

いて必要な額を認めようということで考えてお

りまして、公益法人になってそこまでは要らな

いんじゃないかという部分については、引き揚

げを要請したいと考えている部分があります。

出捐金と申し上げた補助金でつくられた基金に

ついても、必要な部分は認めていきますけれど

も、今後県が直接やっていく必要があると思わ

れる部分については、これも引き揚げの対象と

いうことで検討してまいりたいと考えています。

○鳥飼委員 出捐金も引き揚げの対象にはなる

けれども、引き揚げますよということはできな

いですよね。

○日隈財政課長 鳥飼委員のおっしゃるとおり、

引き揚げという形ではなく、法的には財団から

県のほうに寄附をいただくという行為になろう

かと思います。

○鳥飼委員 これは適当でないかもしれないけ

ど、例えば、これは出資金だと思うんですが、

「ふるさと愛の基金」は今まで利子で運営をし

てきたけれども、利子がこういう状況ですから、

基金を使いながらということになってきた。ど

こもそういうのが主ですね。出捐金という場合

は、財団なり法人が運営をしていく上で重要な

地位を占めていると思うんです。そこはしっか

りと話し合いをしながらやっていただかないと

いけないと思っているんです。一部強制的に引

き揚げるというような事例も耳に入ってきたり

するものですから、当初つくった財団なり法人

の運営をどうしていくのか、お互いしっかり議

論をしながらやっていただかないとまずいと思

います。そこは財政課がやることじゃないかも

しれない、主管課ということになるかもしれま

せん。財政課がこういう方針を出せば、みんな

これでやっていくわけだから、そこはしっかり

と法人なり財団の運営に支障を来さないように

やっていくことを念頭に置いて、各課にもそれ

をお願いしていただきたいと思いますので、そ

こはよろしくお願いしたいと思います。
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○星原委員 今回、24年度に向けて公共事業費

の特別枠を設けるということで、要求限度額と

は別に公共事業費について特別枠を設けること

を検討するということです。今、景気低迷の中

で非常にありがたいとは思うんですが、国の動

向を見てということになってくると、多分、東

日本大震災で向こうにかなりの予算が流れて、

それ以外の地域にどれだけ来るかというものが

一つあるのと同時に、限度額と書いてあって、90

％以内とか95％以内と設定されているわけで

す。23年度と比較したときにどれだけの枠を設

けてやるかにもよるんでしょうが、枠の設け方

によっては効果が出るのかなあと。特別枠とし

てかなりの予算を組めれば効果が出るだろうと

思うんですが、その辺の見方というか考え方を

もうちょっと詳しく説明いただきたい。

○日隈財政課長 御指摘のとおり、公共事業に

ついては国自体が非常に厳しい状況にあります。

昨年度の今ごろから１月にかけてまとまった23

年度の公共事業予算については95％ぐらいの措

置でありました。ただし、国の95％というのは、

自分でやられる直轄事業と地方向けの補助金に

なります補助公共事業を足して95％ということ

であります。中身をもう少し見せていただくと、

実は自前の直轄事業については97～98％確保さ

れて、地方向けを90％ぐらいにされて、平均が95

％ということでありまして、地方向けは95％な

いというような結果、地方向けとしては今年度

事業量が余り来ていない状況ではないかと考え

ています。加えて、御指摘のとおり東日本の復

興の関係で東日本のほうに手厚くというような

傾向もありましたので、それ以外の地域につい

ては非常に厳しい状況であったというのが今年

度の配分状況でありました。

来年度の予算要求に向けては、現在、国の公

共事業予算については90％ということでありま

して、別枠として1.5倍まで要求していいという

枠がございますので、その部分で今要求されて

いるところであります。最終的には首相枠とい

うことで、その分が7,000億円確定することに

なっていますけれども、今申し上げた1.5倍の別

枠で要求されているのは２兆円ということです

から、確率３分の１ということになりますの

で、10％削ったものの1.5倍ですから15％要求さ

れていて、平たく言えばその３分の１であれば

５％で、結局また95％になるのかなと。とらぬ

タヌキではないですけれども、そういった見通

しもあるところです。ただ、公共事業にそんな

に持っていくかどうかは見えません。

いずれにしても、国のほうが今示しているの

が90％ということで、ここの要求限度額は90％

にしておりますけれども、国の対応によっては95

％ということがあれば、その５％については見

きわめていきたいということを含めてですが、

いずれにしても今年度の事業よりさらに減るで

あろうということは見込めるところです。本県

では補助の公共事業のほうが、補助率50％にし

たとき倍事業ができるわけですから、県単より

補助公共をできるだけとっていきたいというこ

とでこれまでも取り組んできた県です。ですか

ら、補助公共事業のほうが量が多い、それが５

％なり10％なり毎年落ちていくということを考

えると、県内全体としては事業量が落ちていっ

ているという状況が来年度もほぼ見えてきた状

況だということです。

ただし、落ちた分をすべて県単公共で補うほ

ど県のほうもお金がありません。どれだけでき

るかということで取り組んでいくわけですけれ

ども、その部分については我がほうの財源がど

れだけ確保できるのか見きわめていかざるを得
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ないと考えているところです。ちなみに地方交

付税についても概算要求の段階で3,000億円減だ

と言われているところです。１％だと30億円落

ちるということです。加えて人件費の関係で、

新聞報道では、地方向けの交付税を6,000億円削

ると、国家公務員は7.8％給与削減するんだった

ら地方もすべきだということで、6,000億円とい

うと合わせて9,000億円ということになります。

単純に言うと県に来る交付税が90億円落ちる可

能性がありますので、そういったことを考える

と―県税が90億も伸びるのはちょっと厳しい

のかなと、まず無理かなということを考えると

―我がほうの財源がどれだけ確保されるのか

一応確認した上で、県単公共を恐らく柱とする

と思いますけれども、そういった事業量をどれ

ほど組んでいくかというのは、最終的なぎりぎ

りの１月段階を含めて判断していくと。最終的

には知事の判断になりますけれども、そういっ

た編成作業になっていくという見通しでありま

す。

長くなりまして、済みません。

○星原委員 今説明いただいて、大まか様子は

わかりました。ただ、今の県内の経済・社会情

勢、あるいは雇用情勢を考えたときには、元気

を出すためにはどういう形で来年度予算を組ん

でいくかというのは非常に重要だろうと思うん

です。今回、中山間地域振興計画を出されてき

ましたけれども、これなんかも元気を出させる

上ではいろんな問題を抱えているのかな。そう

いう中で、今出ましたように県税収入にしても、

去年の口蹄疫の影響等から見れば税収は今まで

より減ってくるだろう。そういう流れの中でど

う予算編成をして元気づけていけるかが大事に

なると思いますので、許される範囲で県内全般

に金が回るような予算をぜひ組んでいただきた

いと思います。

○宮原委員 歳入に関する事項のところで先ほ

ど、緊急経済対策で２基金はオーケーなんだけ

ど、あとはなかなか見通しが立たないというお

話をいただいたんですけど、緊急経済対策でい

ろんな事業を打ってますよね。来年度の見通し

が立たないということで、事業を進めていく上

で、来年どうなるんだろうという心配を皆さん

されているんです。先ほどありましたように、

国の動向を見ながらということになるんですけ

ど、国の今の状況から見て、緊急経済対策につ

いて何もしないという状況が来る可能性も高い

んですか。見通しだけでも……。

○日隈財政課長 委員会で一度御説明したんで

すけれども、経済対策で20基金をつくりました。

そのうち、当初の計画どおりでいくと、今年度

いっぱいと言われたのが合計で16だったと思い

ます。その中で延長が決まった分が５つほど出

ておりますけれども、今年度終了で延長が決まっ

た上にお金も幾らか流しましょうと決まったの

が、緊急雇用基金と林業関係の森林整備加速化・

林業再生基金の２基金です。今回の３次補正の

中に入っております。具体的には12月にならな

いと内示額も示していただけません。内示が12

月と林業関係は書いてあったと思いますので、

そういったものを確認してということになりま

すが、いずれにしても対応がしっかりされてい

る部分というのは―しっかりというほどでも

なさそうなところもあるんですけど、２基金で

あります。しっかりでないというのは、例えば

緊急雇用については、やはり東日本向けの配分

が多くなるということが既に書いてあります。

単純に人口割であるとか、これまでどおりの配

分ということではなさそうですので、その辺は

若干例年より厳しいと思います。それでも何ら
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か来るのは２基金だけだということです。あと

は延長が決まったのが２つ、３つありますけれ

ども、お金の増額はありませんので、執行残の

部分を１年延長して使うということになります。

しかし、実は一番心配しているのが命にかか

わる部分の基金です。例えば小児ヒブワクチン

であるとか子宮頸がんワクチン、また妊産婦検

診の分についても、自民党政権最後にふやされ

ました診察回数等、ふやした部分の基金はまる

でありません。この分について、基金はなくなっ

たけれども厚生労働省のほうでしっかり対応し

ますという形のものがあればいいんですけれど

も、具体的には何も示されていないと。１回引

き上げたサービスを落とすことはなかなか難し

いです。であれば地方が単独で負担していくと

いうことになってくるのか、判断を迫られるこ

とになってまいります。地方のほうも、先ほど

から申し上げるように、財源が確保されて自前

でやっていけるという見通しが立てばいいんで

すけれども、そういった状況にはないことは御

説明したとおりですので、その中でもやりくり

していくとなると、どこを切るのか、どこを減

らすのか優先順位を考えていくことが迫られて

いるところです。しかし、まだ国は言わないけ

れども検討しているんではないかという期待も

込めて、これからさらに国のほうに要望してい

きたいと考えているところです。

○宮原委員 よくわかりましたけど、要は、今

いろんな事業を基金を使ってやっているのが、

全く来なくなると、かなり多くの団体、ＮＰＯ

含めて事業がとまってしまうだろうと、一遍に

経済ががくっと冷え込んでしまうだろうという

心配をするものですから……。何とかしてくだ

さいと言って何とかなる問題ではないと思いま

すけど、期待は多少持ちながら、宮崎県だけの

問題ではないと思いますので、他県とも連携を

とっていただいて、必要なものは必要だという

ことで御努力をいただけるとありがたいと思い

ます。よろしくお願いします。

もう一点、公共事業の特別枠というところで、

公共事業については先ほど、補助公共事業に持っ

ていけば、それだけこっちの出し分が少ないわ

けだから、それを認めていただけると事業量が

ふえるということですよね。公共事業に直接関

係するわけじゃないと思いますけど、地域経済

を興すということから考えると、太陽光に補助

金を幾らか出すことで、皆さんが持っておられ

るお金をそれにつぎ込むことで地域経済が回っ

ていくと。議会のほうでも、住宅リフォームの

事業にということで請願を採択したりいろいろ

やっているんですが、そういう中で、リフォー

ム事業ということで、例えば10万補助を出しま

すよということをすると100万の仕事が出ると

か。公共事業で10億しかなければ10億の仕事し

かない。例えば、２億そういうことに回すこと

で20億の仕事になるという考え方もできると

思っているんです。議会としてはそういう事業

をということで一般質問も含めてあるんですけ

ど、このあたりについて考えられないものです

か。

○日隈財政課長 御指摘のとおり議会でも議論

があったところです。これも県民政策部長なり

知事なり答弁させていただいているところです

けれども、地域経済回復のための対策として有

効なことは十分理解しているところです。それ

をどう実現化を図っていくかというところで、

個人資産の問題等々課題があります。例えば、

環境対策とかエコ対策という部分もあるという

ような、政策的なものと絡めて図っていくのが

実現化の道であろうと思いますので、そういっ
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たものを含めた検討の中で、うまくできるのか

どうかは今後のことかなということであります。

各自治体、公共事業をやっていても、建築関係

になかなか手が出せないというのが、今申し上

げた個人資産の形成の補助という形になるので

―集団化であれば補助事業というのは農業関

係とか結構あるんです―そこのところは行政

として難しいところです。今申し上げた観点で、

太陽光というのは個人資産なんだけど、するの

は環境対策ということになりますので、国と連

動してという形になりますけれども―そう

いった政策が打てるのか打てないのか、国にも

働きかけながらあわせて検討していくことにな

ろうかと思います。

○宮原委員 検討していただけるとありがたい

と思います。10月20日から佐賀県がこれをやる

ような方向で話も聞いています。他県がやって

いるわけですから、初めて取り組む方向ではな

いと思いますので、勉強していただいて……。

地域経済を興すためには、県のお金、税収が上

がらないということになれば、皆さんがタンス

の中に入っているお金を出してもらうほうが地

域経済も回ると思いますので、ひとつよろしく

お願いしたいと思います。

○前屋敷委員 私も、佐賀県の住宅リフォーム

の実例を聞いたばかりだったものですから。か

なり間口を広く取り組む状況のようです。ほか

の県でも実際行っているところがありますので、

いろいろ調査もしていただいて……。ぜひ経済

効果―この時期ですから必要かなと思ってい

ますので、お願いしたいと思います。

それと、先ほど論議になっていますが、公益

法人化の問題で、実際今、対象となっている団

体はどのくらいあるんですか。

○日隈財政課長 済みません。数が手元にあり

ませんけれども、公益法人化を既に図った団体

と、今年度いっぱいで結論を出して来年度早々

にいく団体、来年度いっぱい検討で、その後い

く団体と分かれてまいります。現在、見直し作

業をやっているのは、今年度いっぱいで結論を

出す団体について見直しをさせていただいてい

ます。数がわかれば後ほど回答させていただき

ます。中身は、鳥飼委員から御指摘いただいた

とおり、その団体自体しっかり我々は見直すん

ですけれども、それでつぶしちゃいかんという

ような部分もありますので、適正な規模等を考

えていきたいということと―中には基本財産

に、国が２分の１出して、県が２分の１つき合っ

て出したものとかが入っている部分があって、

その事業自体は終わったけど、そのまま団体が

まだ握っていらっしゃるという部分もあって、

国のほうもお返しいただきたいという話が来て

いるのも、実は中を点検してみるとあるような

こともあります。そういったものも含めて今見

直し作業をさせていただいている状況です。

○前屋敷委員 それこそ、その時点から自立し

ていくということになりますので、その団体と

十分話し合いも持ちながら、ちゃんと持続して

いけるような方向が必要かと思います。その辺

をお願いしたいと思います。

それから、国も交付金を削ったり、人件費を

かなり削ったりということで県にも影響が出て

きます。２ページにもありますけれども、人件

費の抑制、当然、給与もそうですが、職員数に

もこれはかかってくると思うんです。ことし、

東日本の震災などを受けて、人材そのものが改

めて見直されるといいますか、必要性が言われ

ている中ですので、単純に支出を減らすという

立場からだけで人件費抑制を考えてはいけない

と思いますので、その辺は十分検討していくこ
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とが必要かと思います。

それとあわせて、事務事業の見直しの件です

けれども、どの程度今度の予算に反映されよう

としているのか、概略といいますか大枠で結構

ですけれども、その辺のところを。

○日隈財政課長 事務事業見直しについては、

内部の事務的な作業ですけれども、財政課のほ

うで査定班というのが４班あります。全部局、

７月、８月いっぱいかけて見直しの部分を第１

ラウンドということで終了したところです。結

果については、私のほうで全部ヒアリングさせ

ていただいて、何回も突き返したというのもあ

りました。実はこれについては、例年２月の公

表だったのを既に10月末に公表させていただき

ました。金額で申し上げると約32億円、まず事

務事業見直しということで財源捻出を図ったと

ころです。これをもって次の年の新規事業、あ

るいは社会保障がかなりふえる部分があります

から、まず充てて、実はもう既に使い切って、

それ以上の需要が出てきているという状況で、

非常に予算編成は厳しいんですが……。お答え

としては、事務事業見直しは現時点で32億円程

度財源を捻出した状況だということです。

○前屋敷委員 確かに厳しい財政事情ですから、

どこか削っていくということは必要ですけれど

も、基本的には県民の暮らしを守るという立場

は外してはならないと思うんです。そういった

ところも含めて、綿密にといいますか、県民の

暮らしに寄り添った形での予算執行にならない

といけないと思いますので、その辺は十分考慮

していただきたいと思います。

○右松副委員長 予算編成方針のポイントで、

先ほど鳥飼さん、前屋敷さんのほうから話があ

りました、すべての事務事業についての必要性

と県の役割を検証していくということでありま

して、先ほど32億円見直しをされたということ

ですが、11月９日で各部署から要望が上がって

くるわけですね。それについても当然さまざま

な検証をされることになるかと思うんです。お

およその考え方で結構なんですが、財政課の検

証方法というかベースとなる考え方、ことし新

たに取り組む手法等があれば教えていただけれ

ばありがたいと思っています。

○日隈財政課長 フレームワークとしては先ほ

ど申し上げたシーリングがあるわけですけれど

も、その中で県費―一般財源と私たちは申し

上げるんですが―一般財源でどれだけ削減す

るとか、これ以内にしなさいというのがシーリ

ングという部分になります。例えば、歳入確保

を行った分は余計に予算を要求できるというこ

とがありますので、知恵と工夫になるわけです

けれども、歳入確保をもって予算要求されれば、

その分が上乗せで要求ができるところについて

は強化を図っていきたいということで、歳入確

保で申し上げたように、財産収入の確保であっ

たり、ネーミングライツとか新たな広告とか、

かなり今検討していただいている状況です。そ

ういったものがプラスの歳入になった部分は

使っていいよというところになってきますので、

そういった工夫はいつもより強化しているとこ

ろです。

ただ、一律のシーリングと申し上げても、先

ほど申し上げた命にかかわる部分とか福祉にか

かわる部分については、そう大きく削れるわけ

でもありません。ぎりぎり一応見直しはします

けれども、シーリングにはまるはまらないとい

うのは、先ほどちょろっと申し上げましたが、11

月９日で締め切るものの、そこは財政課のほう

で福祉保健部あたりともいろんな調整をした上

で、やむを得ないと判断するとかしないという
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のを11月いっぱいかけてまとめていくという作

業になるのかなと。そして中に入ったら一つ一

つヒアリングを行って、どこが違うのかとか改

善点は何なのかとかすべて見ていくわけですけ

れども―一方では11月議会もあります―そ

ういった中で、実は夜もそういった作業を繰り

返しているところです。

新しい部分は、歳入確保の部分とか新たな項

目を上げた部分になろうかと思います。

○右松副委員長 内部の事務的な作業で進めら

れているものですから膨大な作業になってくる

と思うんですが、私としては関心のあるところ

でございます。判断基準あるいは積算方法とか

非常に気になる部分があるんですが、鳥取県は

全面公開されているということでございました

けれども、そこは改めて教えていただければあ

りがたいなと思っております。

もう一点ですが、県債の借り換え等を特別会

計で対応するという公債管理特別会計です。２

月議会で上程をするという話ですが、既に実施

されている都道府県を教えてもらうとありがた

いと思います。

○日隈財政課長 昨年度末で残っているのが本

県を含めて３県ぐらいで、ほとんどの県に置か

れていたと。残っている県も昨年度末あたりで

条例等設置されて取り組んでいらっしゃると聞

いておりますので、本県以外は終わっているの

かなと。本県については、実は先回の２月議会

でということも考えたんですが、知事選の絡み

もありまして本格予算が６月ということになっ

て、６月から別会計を設けるというのは難しかっ

たということで、今年度末にはということで検

討している状況であります。

○外山委員 今の河野知事、ことしは途中から

だった。本格的な予算編成は今度ですね。知事

の一番の仕事と言えば予算編成、最終的にね。

この予算には知事の意思はどこで入ってくるん

ですか。

○日隈財政課長 まず予算編成の段階で知事と

協議しました。先ほどの重点施策の３つの柱、

それと特別枠については、県内見て回って、ま

だまだ経済状況が低迷したままだということで、

早くアナウンスしたいと、自分としては打ちた

いんだと。最終的に打つということだったのを、

前倒しというと語弊があるかもしれませんが、

今の段階でこういう検討はするということを打

ち出したいというあたりは、まず知事がおっ

しゃったということ。これから予算編成に入っ

てまいりまして、12月に国の予算の状況につい

て御説明いたします。それで財源がどうなると

かこうなるという協議をいたしまして、これま

でも知事とは協議しているんですけれども、今

後もう少しそこのところで協議させていただい

て、具体的に各部局長から直接ヒアリングとい

う形は、１月に入って早々行われる中でマル・

バツを判断していくことになろうかと思います。

○外山委員 知事が選挙のときにいろんな公約

をしましたね。この公約というのはどこで入っ

てくるのか、余り予算編成には関係ないのか、

どうなんですか。

○日隈財政課長 この後、県民政策部のほうが

詳しく御説明しますというふうにお答えした、

先ほどの３つの重点施策のもとがアクションプ

ラン、名称は「未来みやざき創造プラン」とい

うことですけれども、このアクションプランの

中に知事の政策提案、いわゆるマニフェストを

織り込んでいるところであります。これを１年

目でやるのか２年目でやるのか３年目でやるの

か、このアクションプランの中で工程も含めて

対応していくということで、最終的にできるも
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のできないもの出てくるかもしれませんけれど

も、一応政策提案に沿った形で進めていくとい

うことで考えているところです。

○外山委員 知事の裁量というか、知事として

の哲学を入れた裁量は、予算全体のどのくらい

の範囲でできるんですか。

○日隈財政課長 知事が具体的に言った事業が

どうこうというのは何ともお答えしようがない

んですけれども、少なくとも新規・改善事業に

ついては、新しい知事になって、知事の考えで

ということで内部でも協議してまいりますので、

こういった事業については、それが20億なのか40

億なのか規模は今の段階で申し上げることはで

きませんけれども、そういった事業については

少なくとも知事の意向が反映されている部分で

あろうと思います。ただ、外山委員がおっしゃ

るとおり、義務的な経費の予算がかなりのウエー

トを占めますので、その部分は大きくは知事が

云々というところでは事実上ないのかもしれま

せん。責任としては、すべての予算を知事の政

治的な使命も含めて提案ということになります

けれども、実際は、おっしゃったとおり義務的

な部分は難しいとは思います。

○外山委員 前の知事と今度の知事とで予算に

関する考え方がどう違ってくるか、やっぱりそ

のときの知事の政治的な哲学を表に出していく

べきだと思うんです。そのために知事選挙をやっ

て知事になるわけですね。だから、極端に言え

ば、宮崎県の景気を浮揚させるのが一番だと知

事が思われたら、商工の予算を５割アップして、

その分をほかの分全部減らしてやっていくと、

そういうこともできるのかなと思うんですが、

どうなんですか。

○稲用総務部長 財政課長が申し上げましたよ

うに、義務的経費、これは福祉関係経費等も含

めて非常に大きくなっていまして、いわゆる裁

量の部分というのが非常に少なくなっていると

いうのが現状であります。その中で歳入的には

ますます厳しい状況になりますので、減らす部

分について、減らしてもいいものであればよろ

しいんですけれども、やっぱりそれはある程度

やらざるを得ない部分、先ほどから言っていま

す命云々というのもありましょうし、その部分

が非常に多くなってきている。どうしても減ら

す部分が現実的には少なくなってきている。た

だ、選択と集中ということですので、今回の予

算編成方針のポイントの中でも申し上げました

ように、思い切ってめり張りをつけていくこと

は必要だろうと思います。今までやってきたか

らそのまま単純に継続していくということでは

なくて、補助であったとしても、本当に必要な

のかその必要性をきちんと整理して、その中で

財源をつくり出していくことが大事だろうと思

います。

○外山委員 非常に財政が厳しい時期だからこ

そ、知事が思い切った英断をして……。今、削

られない費用がいっぱいあると。例えば福祉の

関係で法的に出さんといかんものはしようがな

いです。そのほかの事務経費は、知事が決断す

ればできないことはないだろうと思うんです。

将来に向けて県民に夢を与えるための思い切っ

た政策を、知事というのは予算に反映させるべ

きだと思うんです。これは知事と話をせんと、

ここでしたってしようがないんですが、私はそ

ういうふうに思っています。知事の基本的な哲

学を予算に反映させる、それが表に出てくるよ

うな予算編成をするべきじゃないか。きょうこ

こでの希望は、多少踏み出してもいいから、知

事の思いを入れ込んだ予算編成ができればいい

と思います。以上、申し上げておきます。
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○鳥飼委員 事務事業の見直しとかやります。

下位になったりします。大体３年と思っていて

いいですか。

○日隈財政課長 基本的には３年をサイクルに

しっかり見直していくということで考えており

ます。ただ、ずっと続くような、例えば国民健

康保険の負担金とか、命にかかわる部分、義務

的な部分かなりの額になってきています。こう

いったどうしても見直しできない部分がありま

すので、そういった部分は対象外ということに

なります。

○鳥飼委員 先ほど宮原委員から出ました、補

修、リフォーム助成です。請願も採択をしたん

ですけれども、個人資産云々ということを言わ

れて、何かにくっつけてというようなことも言

われたんです。それも一つの方法ではあるんで

すが、鳥取県沖地震で、当時の片山県知事が、

これは国は認めないよと言っていたやつをつ

くってリードをして、300万までということで今

度適用されているわけです。これは個人資産で

す。今一番大事なことは、県内の経済をどう活

性化といいますか、県民の暮らしを元気づけて

いくかということですから、やはりそういう視

点に立っていかないと回っていかないと思いま

す。確かに個人資産の形成につながる部分はあ

るにしても、やっているところもあるわけです

し、限度もあるわけですから、おのずとわかっ

てくるわけですから、それはそれで政策として

打ち出していかないと、大きく分けた基本方針

に反することにもなってきますので、それはぜ

ひ踏み込んでやっていただきたいと思います。

そのことが宮崎県経済の活性化といいますか、

地域経済循環システムにつながっていくという

ことですから。これは要望で、答弁はいいです

けれども、お願いしておきます。

○堀野総務部次長 先ほど前屋敷委員のほうか

ら公益法人の数という御質問がございましたけ

れども、平成23年８月１日現在で県所管の公益

法人数は224という数になります。以上です。

○山下委員長 よろしいでしょうか。―なけ

れば、総務部をこれで終了したいと思います。

どうも執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時10分休憩

午後２時15分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

ただいまから県民政策部に入ります。

それでは、報告事項の説明を求めます。

○渡邊県民政策部長 本日はよろしくお願いし

たいと思います。

それでは、お手元の総務政策常任委員会資料、

目次がありますけど、本日は報告事項４件でご

ざいます。詳細につきましては担当課長から御

説明いたします。よろしくお願いします。

○茂総合政策課長 それでは、第138回九州地方

知事会議及び第19回九州地域戦略会議について

御説明いたします。

資料の１ページをお願いいたします。まず、

１の九州地方知事会議でございますが、昨日午

後に宮崎市内で開催されました。資料の一番下

の米印にありますように、本県開催は平成18年

以来５年ぶりのことでございまして、九州・沖

縄・山口９県の知事あるいは副知事に御出席い

ただき、活発な議論をいただいたところであり

ます。

会議の主な内容について申し上げますと、ま

ず、関西広域連合との災害時の総合応援協定案

について合意が得られたところであります。

次に、国の出先機関の受け皿として検討され
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ております九州広域行政機構につきまして、こ

れまでの国の動向あるいは今後の取り組みの方

向性等について議論をされましたけれども、先

般、野田総理より出先機関改革については来年

の通常国会に法案を出していきたい旨の発言が

あったことなどを踏まえまして、引き続き国と

の協議を進めていくことを確認したところでご

ざいます。

それから３つ目でございますが、ＴＰＰにつ

きましても意見交換が行われまして、交渉参加

に賛成、反対双方の意見が出されました。本県

は反対の意見を表明したところでございますけ

れども、「ＴＰＰに参加することのメリット、デ

メリットについて国の情報開示が不十分であ

る」、あるいは「国民の合意形成に向け十分に議

論を尽くす必要がある」といったことなどにつ

きまして、各県の認識が一致したところでござ

います。

さらに、東九州自動車道等の社会資本の整備、

あるいは東日本大震災を教訓とする防災対策の

充実など９項目の特別決議が採択されたところ

であります。この特別決議といいますのは国へ

の要望事項でございます。

次に、２の九州地域戦略会議でございます。

この会議は、官民一体となりまして九州独自の

発展戦略の研究、あるいは具体的施策の推進に

取り組むことを目的といたしまして平成15年に

設立されたものでございます。本日午前中に開

催されまして、先ほど終了いたしました。主な

内容といたしましては、昨今の円高の影響等に

つきまして意見交換が行われまして、過度の円

高に早急に対応するための為替介入、あるいは

中小企業支援策の早期実施等を国に求めるとい

うアピール文が発表されたところでございます。

次に、先ほど総務部から平成24年度の当初予

算編成方針につきまして報告があったことと思

いますけれども、その中の平成24年度の予算に

おける重点措置について御説明させていただき

たいと思います。今回、予算上の重点措置とい

たしまして３つの柱を提示いたしまして整理し

たところでございます。１つ目が、停滞してお

ります本県地域経済の活性を図るための産業・

雇用づくり、２つ目が、防災力の向上や地域医

療の確保等に資する安全・安心なくらしづくり、

３つ目が、子育てや教育、孤立化防止などといっ

たような地域のきずなの強化につながるような

地域を支える人財づくり、この３点を進めるこ

とといたしております。

総合政策課からの説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○日高文化文教・国際課長 文化文教・国際課

からは３点報告させていただきます。

資料の３ページをお開きください。初めに、

宮崎県民栄誉賞の授賞についてであります。

１にありますとおり、県民栄誉賞は、広く県

民に敬愛され、県民に希望と活力を与えること

において顕著な功績があった方に対して県民栄

誉賞を贈り、その栄誉をたたえることにしてい

るものであります。

２の受賞者ですが、延岡市出身で第35代木村

庄之助の内田順一さんに対する県民栄誉賞の授

賞式を、昨日、10月31日に、外山議長、山下委

員長にも御臨席をいただき、とり行ったところ

であります。授賞理由は、行司として大相撲を

半世紀にわたり支え続け、本県出身者として初

めて行司最高位である木村庄之助を襲名し、そ

の重責を全うされたことであります。

なお、３にありますとおり、県民栄誉賞はこ

れまで５人の方が受賞されており、内田順一さ

んが６人目の受賞者になりました。
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資料の５ページをお開きください。宮崎県文

化賞の受賞者についてであります。

県文化賞は、昭和25年に、本県の文化の向上

発展に特に顕著な業績を上げられた方を顕彰す

ることを目的に県及び県教育委員会が創設した

もので、ことしで62回を数え、受賞者は今回の

２名を加えまして281名と１団体となります。

２の受賞者ですが、芸術部門で彫刻家の保田

井智之さん、文化功労部門で詩人の南邦和さん

の２名であります。

授賞理由につきましては、３に記載のとおり

でありますが、お二人とも本県文化の向上発展

に特に顕著な業績があったものであります。

授賞式は、４にありますとおり、来週、11月

７日月曜日に県庁講堂で行うこととしておりま

す。

資料の７ページをお開きください。最後に、

若山牧水賞の受賞者についてであります。

若山牧水賞は、本県出身の国民的歌人、若山

牧水の業績を永く顕彰するため、短歌文学の分

野で傑出した功績を上げた方に賞を贈ることに

より、短歌文学の発展に寄与するとともに本県

のイメージアップを図っているところでありま

して、本年度が第16回となります。

２にありますとおり、受賞者は大下一真さん、

受賞作品は「月食」であります。

３に若山牧水賞の概要を記載しておりますが、

（１）にありますとおり、主催者は県、県教育

委員会、宮崎日日新聞社、延岡市、日向市の５

者であります。また、（２）にありますとおり、

賞の対象は、前年の10月１日から当年９月30日

までに刊行された歌集及び若山牧水論の著者と

なっております。

次に、４の今後の予定ですが、（１）にありま

すとおり、授賞式及び受賞祝賀会は来年２月６

日午後３時から宮崎観光ホテルで行うこととし

ております。また、翌日の７日には受賞者によ

る高等学校の訪問と延岡市での記念講演会を予

定しております。

説明は以上であります。

○山下委員長 執行部の説明が終わりました。

委員の皆様方の質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 なければ、県民政策部を終わり

ます。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時24分休憩

午後２時25分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

その他、何かありませんか。

なければ、これで終了したいと思いますが、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、委員会を終了いたし

ます。

午後２時25分閉会




